
（平成２２年６月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認群馬地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

群馬国民年金 事案 578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年９月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年９月 

私は、転職した平成６年９月にＡ市の窓口において、妻の分と併せて 

国民年金の加入手続を行い、保険料を現金により納付したはずである。 

申立期間について国民年金に未加入で保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間後の国民年金加入期間における保険料をすべて納

付しており、厚生年金保険から国民年金への切換手続も適切に行ってい

る上、申立期間は１か月と短期間であり、その妻は、申立期間を含め、

国民年金加入期間の保険料をすべて納付していることから、申立人の申

立期間の保険料のみが未納とされているのは不自然である。 

また、Ａ市における保険料の納付場所・納付額など、申立人の申立内

容は具体的であり同市の納付場所の職員の証言ともおおむね一致してい

ることから、申立人の申述には信 憑
ぴょう

性がある。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 44 万 7,000 円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 17 年 12 月 15 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における平成 17 年度給与明細書により、申立人は、44 万 7,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認でき、保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 20 万 8,000 円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 15 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における平成 17 年度給与明細書により、申立人は、20 万 8,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認でき、保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 748 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 26 万 6,000 円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 15 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料として納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行っ

たが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されないので、反映されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における平成 17 年度給与明細書により、申立人は、26 万 6,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認でき、保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 749 

  

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ所における資格喪失日

に係る記録を昭和 44 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３

万 9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月 30 日から同年５月１日まで 

    ねんきん特別便により、Ａ社に入社し、Ｂ所からＣ所への転勤の際、

厚生年金保険の被保険者期間に空白期間が存在することが判明した。申

立期間についても継続して勤務していたことに間違いは無いので、当該

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ健康保険組合が発行した健康保険資格喪失証明

書及びＡ社から事業を継承したＤ社から提出された申立人の履歴カードの

写し並びに同社からの文書回答から判断すると、申立人は、Ａ社に継続し

て勤務（昭和 44 年５月１日にＡ社Ｂ所から同社Ｃ所へ異動）し、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ所における

被保険者資格喪失時の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 9,000 円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務の履行に

ついては、現在の事業主は、当時の資料が無いため保険料を納付したか

否かについて不明としているが、事業主が申立人に係る資格喪失日を昭

和 44 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同

年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を



                      

  

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



群馬国民年金 事案 579 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生  

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年４月から同年９月まで 

私は、昭和 62 年３月末で仕事を辞めたので、同年４月に妻が、Ａ市

で国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の保険料を一緒に納めていた。

申立期間について、妻の保険料のみが納付済みとなって、私の保険料が

未納とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 62 年３月末で仕事を辞めて、同年４月から国民年金に

加入するために、その妻が、市で手続を行い、夫婦二人分の保険料を納付

していたと申述しているが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出され

たのは、平成６年６月であり、その時点では、申立期間については時効に

より保険料を納付することができない上、申立人に対して別の手帳記号番

号が払い出された形跡は見当たらない。 

また、保険料を納付していたその妻が記憶している保険料額は、申立期

間当時の一人分の保険料額である。 

さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

群馬国民年金 事案 580 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年７月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年７月から 46 年３月まで 

私は、夫が昭和 45 年６月で仕事を辞めたので、夫の実家に引っ越し

た。国民年金の加入手続については、義母が行ってくれたと思う。保険

料の納付については、はっきりとは覚えていないが、義母が納付してく

れたり、自分で納付したりしたと思う。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料を納付したと主張しているが、申立期間当

時における国民年金の加入手続及び保険料の納付に関する記憶が曖昧
あいまい

であ

り、当時の保険料の納付状況等が不明である。 

また、昭和 45 年７月に国民年金手帳記号番号が夫婦連番で払い出され

ているが、保険料を一緒に納付していたとするその夫についても申立期間

の保険料が未納となっている。 

さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

群馬国民年金 事案 581（事案 31 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等            

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月から 47 年３月まで  

    昭和 47 年６月に国民年金に加入し、同年７月に同年４月から同年９

月までの国民年金保険料を、同年 12 月に同年 10 月から 48 年３月まで

の保険料を、Ａ区Ｂ出張所で納付した。 

申立期間の保険料も昭和 47 年度中にＡ区Ｂ出張所で納付したはずで

あるので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

なお、今回の申立てにおいては、私が申立期間の保険料を納付した

ことを証言してくれる知人がいるので、申立期間について国民年金保

険料を納付していたことを認めてほしい。     

                  

第３ 委員会の判断の理由   

   申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、し

かも、保険料の納付時期及び納付金額についての記憶が曖昧
あいまい

なため、具体

的な保険料の納付状況が不明であること、申立期間の保険料は、昭和 47

年度においては過年度の保険料に該当するが、過年度の保険料については、

制度上、社会保険事務所（当時）発行の納付書により金融機関で納付する

ことになっていた上、Ａ区も過年度保険料の収納は実施していなかったと

していること、及び申立期間の保険料を用立てて、納付したことを示す特

段の事情も見当たらないこと等から、既に当委員会の決定に基づく平成

20 年３月 19 日付け年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

今回の申立てにおいて、申立人は、自分が両親からの送金により申立期

間の保険料を納付したことを知人から聞いたと主張しているが、その知人

は、「自分は両親がいなかったが、申立人には両親がいたため、両親から



  

送金してもらって、保険料を納付したのではないかと考えて話をした。ま

た、申立人と一緒に区の出張所に行ったが、申立人が、どの期間の保険料

を納付したかまでは分からない。」との証言をしており、その知人の証言

からは申立人の保険料の具体的な納付状況が不明であることから、これは

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申

立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはで

きない。       

 

 



群馬厚生年金 事案 750 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48 年 12 月１日から 53 年１月１日まで 

    申立期間においては、Ａ社及びＢ社の両社から報酬を受けており、標

準報酬月額が実際の報酬月額と相違している。当時はそれぞれ 70 万円

ぐらいもらっていたので、実際に支払われていた報酬月額に応じた標準

報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額について、Ａ社及びＢ社の両社か

ら報酬を受けており、報酬額が年金記録に反映されていないと申し立て

ている。 

しかしながら、Ｂ社については、申立人は昭和 48 年 12 月１日に厚生

年金保険被保険者資格を喪失していることが、厚生年金保険被保険者原

票及びオンライン記録から確認できる上、同社は既に適用事業所でなく

なっていることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除を証

明する関連資料等を確認することができない。 

一方、厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録により、申立人

はＡ社において昭和 48 年 12 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得

し、同社における申立期間の標準報酬月額については、同年 12 月から 51

年７月までは 20 万円、同年８月から 52 年 12 月までは 32 万円であるこ

とが確認できるが、申立人の申立期間における標準報酬月額については、

申立期間当時における最高限度額（昭和 48 年 12 月から 51 年７月までは

20 万円、同年８月から 52 年 12 月までは 32 万円）とされており、最高限

度額以上の標準報酬月額に訂正することはできない。 



  

なお、申立人が、二以上の事業所に勤務する場合は、「健康保険・厚

生年金保険被保険者所属選択・二以上事業所勤務届」を社会保険事務所

（当時）に提出することが必要であるが、オンライン記録からは当該勤

務届が社会保険事務所に届出及び受理された記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 



  

群馬厚生年金 事案 751 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 31 年ごろから 34 年ごろまで 

   弟と一緒にＡ社に勤務していた。弟には厚生年金保険の加入記録があ

るので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間において、申立人がＡ社に勤務していたことは、期間の特定は

できないものの、申立期間当時の申立人に係る戸籍の附票、複数の同僚の

証言等により推認できる。 

しかしながら、申立人は、当時、女性は５人働いていたと申述してい

るところ、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

同事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 31 年３月１日から申

立期間である 34 年ごろまでの期間、女性が厚生年金保険の被保険者とな

った記録は確認できない。 

また、同僚は、申立人について、「お手伝いさんの仕事をしており、

申立人の前任者がいた。」と証言しているところ、この前任者に係る厚

生年金保険の被保険者記録も確認できないことから、当該事業所では、

当該業務に従事する者は厚生年金保険に加入させる取扱いではなかった

事情がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない 



  

群馬厚生年金 事案 752                   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、申立期間①について、厚生年金保険被保険

者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。また、申立期間②及び③について、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   :  ① 昭和 27 年 10 月から 28 年３月まで 

             ② 昭和 31 年１月から 40 年 12 月まで 

             ③ 昭和 55 年１月から平成元年９月まで 

昭和 27 年 10 月から 28 年３月までＡ社に勤務していたことは間違い

ないので、申立期間①について厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

Ｂ社に勤務していた期間のうち、申立期間②について、低額となっ

ている標準報酬月額を訂正してほしい。 

Ｃ社に勤務していた期間のうち、申立期間③について、標準報酬月

額が低額となっているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、期間の特定はできないものの、申立人がＡ社に

勤務していたことは、申立人の具体的な申述及び同僚証言により推認で

きる。 

しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所が厚生年金保険

の適用事業所となったのは、申立人が退職した後の昭和 31 年７月 26 日

であり、それ以前に事業主が厚生年金保険の適用事業所としての手続を

行った形跡は見当たらず、事業主を含めた厚生年金保険被保険者全員の

資格取得日が同日以降となっていることから、申立期間①について申立

人のみが同事業所における厚生年金保険の被保険者であった事情はうか



  

がえない。 

申立期間②について、申立人は、Ｂ社における昭和 41 年分給与所得の

源泉徴収票に記載されている年収額を基に、記録されている標準報酬月

額が低額である旨を主張しているが、同社は、申立期間に係る給与額や

厚生年金保険料の控除額が分かる賃金台帳等の資料を保有していないこ

とから、申立人の申立期間の報酬月額及び保険料控除額について確認す

ることができない旨を回答している。 

しかしながら、申立人が保有している給与支給明細書により、当該年

収額には賞与額が含まれていることが確認でき、当該賞与額を差し引い

た年収額からは、記録されている標準報酬月額が妥当な額であることが

推認できる。 

また、当該事業所に係るカセット化した被保険者原票照会回答票によ

り、申立期間②当時、申立人と同年代で、かつ同じ職種であったと思わ

れる複数の同僚の標準報酬月額は、申立人の標準報酬月額とほぼ同額で

あることが確認でき、申立人の標準報酬月額のみが同僚の取扱いと異な

り低額であるという事情は見当たらない。 

さらに、上述のカセット化した被保険者原票照会回答票には、標準報

酬月額が遡及
そきゅう

して訂正された形跡は認められない。 

申立期間③について、申立人は、Ｃ社に勤務していた期間のうち、申

立期間③において、記録されている標準報酬月額が低額となっている旨

を主張しているが、同社は、申立期間に係る給与額が分かる賃金台帳等

の資料を保有していないことから、申立人の申立期間の報酬月額につい

て確認できない旨を回答している。 

しかしながら、当該事業所に係る被保険者記録照会回答票により、申

立人と同年代で、かつ同じ職種であったと思われる複数の同僚の標準報

酬月額は、申立人の標準報酬月額とほぼ同額であることが確認でき、申

立人の標準報酬月額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情

は見当たらない。 

また、当該事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者台帳

に記録されている標準報酬月額は、オンライン記録と一致しており、遡

及して訂正された形跡も認められない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。また、申立期間②及び③について、その主張する標準報酬月額

に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



  

群馬厚生年金 事案 753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年 12 月 

             ② 平成 10 年 11 月から 11 年７月まで 

ねんきん定期便により、Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保

険の被保険者期間のうち、申立期間の標準報酬月額が､給与から控除さ

れている厚生年金保険料に見合う標準報酬月額と相違していることが

判明した。給与支給明細書を提出するので､両申立期間について、正し

い標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、両申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てている

が、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記

録訂正の要否を判断することとなる。 

申立人の保有している申立期間①及び②に係る給与支給明細書におい

て確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は 32 万 5,000

円及び 36 万円であり、一方、当該給与支給明細書において確認できる報

酬月額に見合う標準報酬月額は 32 万円である。 

したがって、申立人の標準報酬月額として認定される額は、32 万円で

あり、当該額はオンライン記録上の標準報酬月額と一致する。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する



  

と、申立人が申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 



  

群馬厚生年金 事案 754 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年１月２日から 25 年１月まで 

    私は、Ａ社Ｂ工場に２年間在籍していたが、国（厚生労働省）の厚生 

年金保険の記録では、昭和 22 年 11 月１日に資格取得、23 年１月２日に 

資格喪失となっており、２か月しか加入記録が無い。退職したのは 25 年 

の１月と記憶しているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険 

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてもＡ社Ｂ工場に継続して勤務していたと申

し立てているが、商業登記簿謄本によれば、同社は既に閉鎖されている上、

同社及び同社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

現住所の特定できる元従業員に照会したところ、「申立人のことは記憶に

無い。」、「申立人のことは覚えているが、退職した時期までは覚えてい

ない。」と回答していることから、申立人の申立期間における勤務実態や

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料や供述を得ることはで

きない。 

   また、申立人は、記憶している複数人の同僚のうち、二人の同僚につい

て、「私が退職してから１か月ないし２か月後に退職したと聞いた。」、

及び当該事業所Ｂ工場について、「私が退職してから半年ないし１年後ぐ

らいに閉鎖した。」と申述しているところ、当該同僚に係る資格喪失日は

昭和 23 年２月 25 日、同事業所同工場が厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなった日が同年７月１日であることが確認できることから、申立人

の申述内容と申立人に係る資格喪失日が同年１月２日であることはおおむ

ね一致する。 



  

   なお、申立人が当該事業所Ｂ工場に２年間在籍していたと主張している

ことについては、申立人の「終戦（昭和 20 年８月）により前職を辞め、

１年ぐらい経ったころにＡ社Ｂ工場に入社した。」、及び前述の同僚二人

については、「私が入社してから２か月ないし３か月後ぐらいに私の紹介

で入社した。」との申述を踏まえ、申立人及び前述の同僚二人の資格取得

日が、同事業所同工場が厚生年金保険の適用事業所となった日（昭和 22

年 11 月１日）と同日であることから判断すると、申立人は、昭和 22 年

11 月１日前から同事業所同工場に勤務していたものと考えられる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

群馬厚生年金 事案 755 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年５月１日から同年 11 月１日まで 

             ② 昭和 35 年１月５日から同年７月１日まで  

③ 昭和 35 年 11 月４日から 37 年７月１日まで 

             ④ 昭和 37 年７月１日から同年９月 30 日まで 

             ⑤ 昭和 37 年 10 月 27 日から 38 年１月 29 日まで 

             ⑥ 昭和 38 年５月１日から 40 年７月 31 日まで 

             ⑦ 昭和 40 年 11 月１日から同年 11 月 29 日まで 

             ⑧ 昭和 41 年 6 月 20 日から 44 年１月１日まで  

    年金記録を確認したところ、申立期間については脱退手当金が支給済

みと記録されていることを知った。脱退手当金を受給した記憶は無いの

で、申立期間について厚生年金保険被保険者期間として記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間⑧に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期

間の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 44 年４月 21 日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間に係る被保険者記号番号は、

申立期間に係るものと同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期

間後の被保険者期間については別の番号となっており、脱退手当金を受給

したために番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立期間

に係る事業所を退職後、強制加入の被保険者に該当するにもかかわらず国



  

民年金に加入しておらず、年金に対する意識が高かったとは考え難い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

群馬厚生年金 事案 756 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年３月３日から 16 年３月 23 日まで 

 在籍証明書の記載どおり、Ａ社に平成 15 年３月３日に入職したが、

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間について厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことは、申立人から提出

のあった在籍証明書により認められる。 

しかしながら、当該事業所から提出のあった健康保険厚生年金保険被保

険者資格取得届によると、申立人の資格取得日は平成 16 年３月 23 日と記

載されており、オンライン記録の資格取得日と一致するところ、同事業所

は「申立人をパート従業員として採用したため、申立期間については厚生

年金保険に加入させなかった。勤務態度が良好であったため、一定額以上

の報酬が見込めた時点で、厚生年金保険に加入させた。」と回答している。 

また、当該事業所から提出された申立人に係る給与所得の源泉徴収票に

おいて、社会保険料等の金額は、平成 15 年分は０円、16 年分については、

おおむねオンライン記録の標準報酬月額に基づく社会保険料額に相当する

金額となっている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

群馬厚生年金 事案 757 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年４月１日から 33 年１月 20 日まで 

    昭和 28 年 12 月１日から 33 年１月 20 日までの期間、Ａ社に継続して

勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録は、28 年 12 月１日から

29 年４月１日までの４か月となっている。定時制高校の同級生と同じ

時期に勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に関する申立人の申述内容及び申立人と同時期に同社に勤務してい

た複数の同僚の証言によると、申立人は、同社において、申立期間のうち、

申立人と同じ定時制高校に通学していた同僚が退職した昭和 31 年８月ご

ろまで勤務していたことはうかがえるものの、当時の事業主は既に亡くな

っており、また、同僚も高齢となり亡くなっている者も多く、申立人の申

立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料控除の事実について証言を得る

ことができない。 

また、申立人は「時期は定かでないが県の予算がつかないため、一時、

Ａ社を解雇されたことがあった。」と申述していること、及び申立人が退

職した時点で継続して勤務していたと記憶している数人の同僚の中には、

申立人の厚生年金保険被保険者の資格喪失日である昭和 29 年４月１日と

同年において資格喪失している者が３人いることが、Ａ社の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿により確認できることから、申立人を含む同僚数人

には、同資格を喪失し、その後、同社に再び勤務したにもかかわらず、同

資格が付与されずに至ったものと推認される。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

群馬厚生年金 事案 758 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 47 年３月ごろから 48 年５月 10 日まで 

    料理の研修のため渡航し、帰国後、レストランの料理長として、Ａ社

に勤務したが、厚生年金保険の加入記録が無い。社会保険に加入してい

る会社だったので勤務し、厚生年金保険料も給与から控除されていたと

記憶している。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことは、期間の特定はで

きないものの、申立人の具体的な申述内容からうかがえる。 
しかしながら、当該事業所は、既に閉鎖し、事業主は死亡している上、

申立人と同時期に同事業所において調理場を担当していたとする同僚も死

亡していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについ

て確認することができない。 
 また、当該事業所が加入していたＢ健康保険組合における申立人の加入

記録は確認できず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


